
事後評価シート
主管課長：環境経済課長

施 策 名 Ⅱ－４－（３） 環境事業団の効果的な運営

施 策 環境事業団は、激甚な産業公害の防止のために、昭和４０年に公害防止

の 事業団として設立され、平成４年に現在の名称に改めた。その後、環境保

概 要 全全般を対象とする唯一の特殊法人として、環境保全に係る社会的要請に

対応し、次のような事業を通して廃棄物対策、リサイクル対策、地球温暖

化対策等の環境保全に取り組んでいる。

①建設譲渡事業

大気汚染や騒音・振動等、地方公共団体では実施困難な公害対策や廃棄

物対策等を目的とした、環境保全対策上緊急性や広域性等の観点から求め

られる施設の建設譲渡事業を行う。

②ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物処理事業

ＰＣＢ廃棄物の広域的かつ適正な処理を図るため、ＰＣＢ廃棄物処理施

設の設置、管理及びＰＣＢ廃棄物の処理を行うとともに、政府、都道府県

からの補助金及び民間からの出えん金からなるＰＣＢ廃棄物処理基金を設

置し、中小企業の処理の円滑な推進のための助成等を行う。

③地球環境基金事業

環境保全を目的とする民間活動を推進するため、国及び民間の拠出に基

づく「地球環境基金」により、民間団体（ＮＧＯ）等による環境保全活動

に対し資金面での助成とその活動の振興を図るため情報面、人材育成面等

での支援を行い、環境保全に向けた国民的運動の展開を図る。

目 標 環境事業団の効果的な運営を進める。

及び

指 標

<譲渡契約ベース>目 標 ○【 】建設譲渡事業の実施件数

の

達成状況 ９ １０ １１ １２ １３ 総件数年度

集団設置建物 (1) (1) (1) (0) (2) ( 33)
３ ２ １ ０ ２ ２２４(S40年度～)

共同福利施設 (2) (2) (2) (0) (0) (160)
２ ２ ２ １ ０ ２１３(S55年度～)

大気汚染対策緑地 (3) (5) (6) (0) (1) ( 34)
６ ６ ７ ０ １ ４５(S63年度～)

地球温暖化対策緑地 (-) (-) (0) (0) (0) ( 0)
－ － １ １ １ ３(H11年度～)

産業廃棄物処理施設 (3) (3) (3) (1) (1) ( 16)
・一体緑地 ３ ３ ３ １ １ １９

http://www.env.go.jp/link/link01-3.html#3-1


(H4年度～)

その他 (1) (0) (0) (0) (0) ( 33)
１ ０ ０ ０ ０ ２３７

(10) (11) (12) (1) (4) (276)
計 １５ １３ １４ ３ ５ ７４１

注１）件数には、()内の継続事業分または増額分を含んでいる
注２）｢総件数｣は事業開始時からの件数の合計

○【 】最近の民間活動助成事業の実施状況

９ １０ １１ １２ １３ 総件数年度

助成件数 (件) 193 195 217 300 223 1,740

助成金額(百万円) 726 733 737 873 788 6,210

、１２年度は補正予算を含む（84件、127注）百万円未満は四捨五入

百万円）

【地球環境市民大学校の開講状況】○

年度 ９ １０ １１ １２ １３

口座数 27 26 24 24 23

1,325 1,289 1,512 1,658 1,752受講者数(人)

※ＰＣＢ廃棄物処理事業については、１３年度は事業計画事業である北九

州事業に着手したところ。

評 価 ①「建設譲渡事業」に係る評価

建設譲渡事業については、地方公共団体等からの要請に基づき、緊急

性、広域性、大規模性を有する等、地方公共団体等では実施困難な事業に

限定して事業を実施した。

②「ＰＣＢ廃棄物処理事業」に係る評価

また、ＰＣＢ廃棄物処理事業については、ＰＣＢ特措法により一定期間

内の処理義務が課される中、処理体制の整備が遅れている状況を踏まえ、

国が責任をもって施設整備・処理業務に当たることがＰＣＢ廃棄物の処理

の推進に不可欠である状況に鑑み、ＰＣＢ廃棄物処理事業に着手した。

③「地球環境基金事業」に係る評価

地球環境基金については、ＮＰＯ等民間団体が行う環境保全活動を助成

し、各地域に環境保全活動を根付かせるために一定の役割を果たしている

が、今後、環境保全上の重要課題に対応した、より効果的な事業の実施を

図るため、助成事業、助成目標等の更なる明確化、重点化を検討する必要

がある。

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO065.html


今 後 平成１３年１２月に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」にお

の いて、環境事業団を特殊会社化するという方針が示されており、これを踏

課 題 まえて特殊会社へ円滑に移行できるよう必要な検討を行う必要がある。

①「建設譲渡事業」に係る課題

既存事業を着実に実施するため、円滑に業務を承継組織に移行する必要

がある。

②「ＰＣＢ廃棄物処理事業」に係る課題

ＰＣＢ廃棄物処理事業については、ＰＣＢ廃棄物特別措置法の処理期限

である１５年間のうちに全国のＰＣＢ廃棄物を処理することを目的とし

て、全国に処理施設の整備を進めていく必要がある。

③「地球環境基金事業」に係る課題

地球環境基金については「特殊法人等整理合理化計画」において、公害

健康被害補償予防協会を後継する独立行政法人に統合される方針であるこ

とから、事業の円滑な移行を図る必要がある。

また、同計画において助成事業の重点化や第三者評価の導入等の指摘を

受けていることに加えて、国民、民間団体等の自主的積極的な環境保全活

動の活性化の観点からもそのあり方を見直す必要があることから、現在中

央環境審議会の専門委員会で行われている環境保全活動の活性化方策の検

討結果を踏まえ、地球環境基金のあり方を適切に見直していく必要があ

る。

政策効果 ・環境事業団事業統計（平成１３年３月末日現在）

把握の

手法及び

関連資料

添付資料 ・平成１４年度 国からの予算（環境事業団関連）

(別紙)



(別紙)
事務事業評価シート

施策名 Ⅱ－４－（３） 環境事業団の効果的な運営

事務事業名 効果 及び 評価 主な関連予算事項、税制等

ア．建設譲渡事業 建設譲渡事業については、 <関連予算(14年度)>
地方公共団体等からの要請 ・都市公園事業費補助
に基づき、緊急性、広域 （国土交通省） 3,852百万円
性、大規模性を有する等、
地方公共団体等では実施困 ・廃棄物循環型社会基盤施設整備
難な事業に限定して事業を 費補助（廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部）
実施した。 67百万円

<長期借入金(14年度)>
・財政融資資金 15,200百万円

イ．ポリ塩化ビフェニ ＰＣＢ廃棄物処理事業に <関連予算(14年度)>
ル(ＰＣＢ)廃棄物処 ついては、ＰＣＢ特措法に ・環境事業団交付金
理事業 より一定期間内の処理義務 （総合環境政策局） 12百万円

が課される中、処理体制の
整備が遅れている状況を踏 ・廃棄物循環型社会基盤施設整備
まえ、国が責任をもって施 費補助（廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部）
設整備・処理業務に当たる 1,400百万円
ことがＰＣＢ廃棄物の処理 ・産業廃棄物適正処理推進費補助
の推進に不可欠である状況 金（廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部）
に鑑み、ＰＣＢ廃棄物処理 2,000百万円

。事業に着手した

ウ．地球環境基金事業 ＮＰＯ等民間団体が行う <関連予算(14年度)>
環境保全活動を助成し、各 ・環境事業団補助金
地域に環境保全活動を根付 （総合環境政策局）806百万円
かせるために一定の役割を
果たしている。広く同活動
の展開を図っているが、助
成事業、助成目標等の更な
る明確化、重点化が求めら
れるところである。
今後は、環境保全上の重
要課題に対応した、より効
果的な事業の実施ができる
ようにしていくことが必要
である。 平成１３年度に
おいては、国内125件、途上
国98件、合わせて 223件の
助成事業を行った。




